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３次元海浜変形モデルにおける

外力場補正法とその効果について

田島　芳満*

*技術研究所

要　旨

　海浜変形モデルは、実際の現地海浜地形における地形変化を定性・定量的に予測・把握する手段とし

て非常に有効な数値モデルであり、これまで数多くの現地地形に適用され、実測値との比較から実用上

十分な精度が得られることも確認されている。今後は、環境問題への意識の高まりに伴い、さらに長期

的なビジョンにたった海岸域の開発が重要視されるようになり、海浜変形予測モデルにおいてもより長

期間の予測解析に適用可能で、かつ誤差の蓄積が少ないモデルへと改良していく必要があると考えられ

る。そこで本報では、平面的な地形変化量を予測することのできる3次元海浜変形モデルに着目し、計

算時間の短縮と解析精度の向上を目的として、現在用いられている地形変化計算時の外力場の補正方法

を整理するとともにそれらの解析精度について比較検討した。また、得られた結果からこれらの手法の

適用限界と今後の課題について考察した。

　１． まえがき

　3次元海浜変形モデルは、海浜変形の物理的なメカニ

ズムに基づく最も本質的なモデルである。海浜流（定常

流）による沿岸方向漂砂に加え、海岸構造物前面で顕著

な循環流によって運ばれる沖向きの砂移動や、波、戻り

流れに起因する岸沖方向漂砂が同時に考慮できる点で、

他の海浜変形モデルに比べて優れている。また、数多く

の実験データや現地データとの比較から、実用上十分な

予測精度が得られることも確認されており（例えば、清

水ら1) ）、実際の現地における海浜変形予測シミュレー

ションにも実用的に多く用いられてきている。

　さらに、清水ら2)によって汀線変化を考慮した3次元海

浜変形モデル（3D-SHORE）が提案され、汀線境界位置

が変化していく過程を再現することも可能となった。こ

れによって、水深および汀線境界位置の変化に応じて変

化する外力場を、時間の経過とともに繰り返し評価する

非定常解析を行なえば、より長期間の海浜変形予測解析

に適用することが理論上可能となった。

　しかしながら、長期間の非定常解析で計算誤差を蓄積

することなく精度を維持し、数値的に安定な計算を行な

うためには、地形変化とともに変化する外力場を適切に

評価する必要があり、このためには、非定常解析の繰り

返し時間間隔を細かく設定する必要がある。しかしその

反面、漂砂を引き起こす外力場である海浜流場の評価に

は多大な計算時間を必要とする。すなわち、予測解析精

度の維持と計算時間の短縮とは相反する関係にあり、現

在の計算機のスピードでは、数十年程度の長期海浜変形

予測に3次元海浜変形モデルを用いることは現実的では

ない。このため，3D-SHOREを用いて1～5年程度の比

較的長期間の海浜変形予測解析を行う際にも，計算時間

を短縮し、かつ解析精度を低下させないために、海浜流

場の計算の繰り返し計算回数を必要最小限に押さえ、そ

の間の外力場の変化を、地形変化計算の中で簡易的に補

正する方法を実際には用いている。そこで、本報ではこ

れらの外力場補正方法を整理するとともに、それらの解

析精度に及ぼす影響を、比較計算を通じて検討する。さ

らに、得られた結果から、今後の課題と適用限界につい

て考察する。

　２．３次元海浜変形モデルの概要

　3次元海浜変形モデルは、計算対象領域の波浪場およ

び海浜流場の平面分布を求め、それらの分布から各地点

における局所漂砂量フラックスを評価し、漂砂の連続式

に基づいて地形(水深)変化を予測する手法である。すな

わち、当モデルは、以下に示す3つのサブモデルで構成

されている。本検討に用いる3D-SHOREの具体的な計算

方法を以下に示す。

　　　① 平面波浪場の計算

　　　② 海浜流場の計算

　　　③ 地形変化の計算

　海浜流場の計算では波浪場の平面分布を、地形変化の

計算では波浪場および海浜流場の平面分布をそれぞれ初

期条件として入力する。前述のように、地形変化の履歴

を考慮する非定常解析では、上記の3段階の計算を時間
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の経過とともに繰り返し計算して地形変化を評価する。

　また、計算座標は直交座標系を用い、海浜流の流速ベ

クトル成分、および漂砂量フラックス成分と水深や波高

の定義される平面的な位置が半メッシュずれる、スタッ

ガードメッシュとした。モデルのフローチャートを

図－１に示し、以下に各サブモデルの概要を示す。また、

計算メッシュ上のそれぞれの解析諸量の定義位置を

図－２に示す。図－２で、Ｈ：波高、α：波向、η：水位、
ｈ：水深、Ｕ、Ｖ：x、y軸方向の流速成分、qx、qy：x、y
軸方向の漂砂量フラックス成分である。

図－１　3次元海浜変形モデルの計算フロー

図－２　計算メッシュと解析諸量の定義位置

　２．１　平面波浪場の計算

　3次元海浜変形モデルの現地適用性を高めるためには、

漂砂が活発な砕波帯内を含めて、現地の多方向不規則波

浪場を精度良く再現することが重要である。したがって、

平面波浪場の計算では、多方向不規則波の屈折、回折、浅

水・砕波変形を同時に考慮でき、かつ広範囲の計算を比

較的短時間で行えることが要求される。

　このような平面波浪場の計算法として、種々の平面波

浪場計算法の中でもKarlsson3)のエネルギー平衡方程式を

用いる方法、ならびに磯部4)の緩勾配方程式の放物型近

似による方法が実用的に用いられており、現地観測や多

方向不規則波を用いた水理実験により、現地の複雑な地

形に対する適用性もある程度確認されている（例えば、

高山ら5)、清水ら6)）。

　とりわけ、実用的に3次元海浜変形モデルを用いる場

合には、計算時間が短く、起伏の激しい現地地形におい

ても比較的安定かつ精度の高い計算が可能なKarlsson3) に

よるエネルギー平衡方程式が多く用いられている。本報

ではエネルギー平衡方程式による平面波浪場の計算を、

丸山ら7)による差分法、計算法を用いて行った。

　砕波帯内の波高を評価するためにはエネルギー平衡方

程式に適切な砕波減衰項を組み込む必要がある。また、

汀線変化の計算を行う際には、汀線付近の外力場を適切

に評価することが重要となるため、遡上域における波高

分布も何らかの形で評価する必要がある。本報では、砕

波帯内の波高分布計算には磯部4)の砕波減衰モデルを用

い、遡上域の波高の評価には清水ら2)の方法を用いた。

　２．２　海浜流場の計算

　海浜流のメカニズムは、波浪場の空間的な分布に起因

する radiation stress の空間勾配によって説明される

（Longuet-Higgins8)）。このため、岸沖方向の波高変化が大

きい砕波帯内で海浜流場が卓越する。対象とする基礎方

程式は、連続式と運動方程式で構成され、それぞれ式(1)、

(2)で表される。一般的に潮流計算に適用される運動方程

式に外力項として波によるradiation stress項を加えたもの

が基礎方程式となっている。ただし、底面摩擦項の評価

については波・流れ共存場における底面摩擦応力を評価

できる田中・Sana9)の底面摩擦則を用い、水平拡散係数に

は砕波帯内の拡散係数を空間的に変化させるLonguet-

Higgins8)の方法を用いている。
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(2)

ただし、

(3)

ここで、η：水位、Ｕ、Ｖ：x、y軸方向の流速成分、Ｆ：
底面摩擦項、Ｍ：水平拡散項、Ｒ：radiation stress 項、
Ｓxx、Ｓxy：radiation stress、ε：水平拡散係数で、添え字
x、yはそれぞれの軸方向の成分であることを示す。
　実際の数値計算では、流速値、水位をゼロとした初期

条件から計算を開始し、radiation stress項を波浪場の平面

分布から求められる値まで徐々に増加させながら、流速

分布が平衡に達するまでの過程を時間的に繰り返し計算

する非定常計算法を用いる。

　また、微分形式の離散化方法は、空間方向に完全中央

差分を用いた。ただし、運動方程式第2，第3項の移流項

は各点における時々刻々の流速成分の符号を判定し、風

上差分法を用いた。また、時間進行法は、Crank-Nicolson

法、leap-frog法、前進Euler法（例えば、棚橋10)）などを

用いた比較計算を行った結果、最も単純なスキームで、

かつ計算時間が短い前進Euler 法で十分な計算の安定性

が得られ，計算結果には有意な差が見られなかったため、

本報では時間進行法に前進Euler法を適用した。

　２．３　地形変化の計算

　水深変化量は、各地点における漂砂量フラックスの平

面分布を用いて、次式で表される漂砂の連続式に基づき

算定する。

(4)

ここで、漂砂量フラックスq は，波浪場・海浜流場の平
面分布から渡辺ら11)の局所漂砂量算定式を用いて算定す

る。底面摩擦係数の算定には、海浜流場の計算と同様に、

田中・Sana9)の波・流れ共存場における底面摩擦則を用い

て、摩擦係数を場所的に変化させる。

　微分形式の離散化方法は時間方向に前進、空間方向に

中央差分とした。

　汀線変化量の計算は、求められた漂砂量フラックスの

平面分布から汀線平行方向の沿岸漂砂量フラックスを取

り出し、汀線変化モデルと同様に、漂砂量の連続式を用

いて汀線の前進後退量を算定する。

　地形および汀線変化の計算では、非定常解析での1ス

テップの計算時間間隔をさらに細かく分割し、細分化さ

れた各ステップ毎に、水深が変化することによる外力場

の変化分を補正しながら時間に対する繰り返し計算を行

なう。

　この漂砂量フラックスの補正方法の詳細を次章に示す。

　３．漂砂量フラックス補正方法の概要

　前章で述べたように、地形変化計算では非定常解析の

計算時間間隔をさらに分割し、地形変化による漂砂量分

布の変化分を適宜補正しながら、繰り返し計算を行う。

補正方法は、水深が変化することによる①流速値の補正、

②底面摩擦応力の補正および③海底勾配による漂砂量フ

ラックスの補正の合計3種類である。それぞれの補正操

作を含めた地形変化計算のフローチャートを図－３に示

す。

　以下に、各々の具体的な補正方法を紹介する。

　３．１　流速値の補正

　水深変化に伴い流速値が変化する過程を、海浜流場の

計算を繰り返さずに、次のような簡易的な補正方法を用

いて評価する。

　水深の変化による波浪場、radiation stress項の変化は無

視して、各点を通過する流量のみが保存されるように、

計算初期のx軸方向の流速成分Ｕと海浜流計算時の初期
水深ｈ0と、時々刻々の水深ｈを用いて、式(5)のように
流速値を補正し、Ｕ' を求める。ここで、過剰な堆積傾向
を示す地点では水深が浅くなることによって流出漂砂量

が増加するように、また、侵食傾向を示す地点では逆に

流出漂砂量が減少するように、各流速成分の向き(符号)

に着目して、その上手側の水深変化量が常に用いられる

ような場合分けをする。式(5)における添え字i、jは計算
メッシュにおけるx、y軸方向の格子点位置を表してい
る。図－４にそれぞれの値の空間的な位置関係を示す。
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図－３　地形変化計算のフローチャート

図－４　流速値の補正方法

(5)

　３．２　底面せん断応力の補正

　水深が変化することによって波による底面軌道流速、

底面せん断応力が変化する。これらの変化による漂砂量

フラックスの変化を評価するために、地形変化計算初期

の波浪条件と時々刻々の水深を用いて、地形変化計算の

底面軌道流速を求め、底面せん断応力を再評価する。ま

た、海浜流の流速値の補正を行う場合には、時々刻々の

水深変化と海浜流の流速変化を同時に考慮して底面せん

断応力を再評価する。

　３．３　水底勾配による影響の考慮

求められた漂砂量フラックスには水底勾配の影響が考慮

されていない。このため、計算上は極端な凹凸のある地

形や、安息角以上の水底勾配となるような地形変化を生

じた場合に、それを抑制するような効果が取り入れられ

ていない。そこで、フローチャート（図－３）に示すよ

うに、流速値の補正および底面せん断応力の補正の各操

作を施した後に求められた漂砂量フラックスqから、底
面勾配をパラメタとして、式(6)のように漂砂量フラック

スを補正する。

(6)

ここで、qx：x軸方向の漂砂量フラックス成分、q'x：実際
の地形変化計算に用いる補正後の x 軸方向の漂砂量フ
ラックス成分、ε：底面勾配による補正量の大きさを調
整する無次元係数である。

　この手法は渡辺ら11)によって導入され、その妥当性も

確認されている。基本的には海底地形を滑らかにする効

果があるので、長期的に安定な海浜変形計算を行う際に

は有効な手法であると考えられる。

　４．比較計算

　先に示した外力場補正法の妥当性を検討するため、モ

デル地形に対する比較計算を行った。計算に用いた地形

は、モデル地形1として、平行等深線地形の中央部を浚

渫した地形を、モデル地形 2 として計算領域の両側に

ヘッドランドを設置した人工海浜の地形を用いた。それ

ぞれのモデル地形を図－５、６に示す。ここで、平面座

標の格子間隔は、Δx =Δ y =25mとした。
　４．１　計算条件

　2種類のモデル地形に対して、各漂砂量フラックス補

正法、波浪場・海浜流場の繰り返し計算時間間隔の違い

により、それぞれ5ケースの計算を行った。ケース一覧

を表－１に示す。表－１の地形変化計算における局所漂

砂量フラックスの繰り返し計算時間間隔Δtについては、

′ =

≥

+

+
≤

′ = − ε
∂
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本報では比較結果を示さないが、十分に小さな値を設定

すれば、計算結果に有意な差異は生じないことが確認さ

れた。本報では十分に小さな値として、Δt=0.1(日)とし
た。

　また表－１中の波浪場・海浜流場の繰り返し計算回数

は、40日間の地形変化計算を行う場合に必要な回数を示

している。ケースC'、D'は、ケースC、Dと同じ計算条

件で波浪場・海浜流場の繰り返し計算を行わない定常解

析を行った場合である。たとえば、40日間の計算をケー

スC'、D'で行うには、波浪場、および海浜流場を一度だ

け計算し、その結果に対して継続日数40日間の地形変化

計算を行う。ケースAは外力場の補正を行い、かつ波浪

場・海浜流場の繰り返し計算時間間隔を十分に細かく設

定しているので、最も精度が高いと考えられるので、以

下の検討ではケースAの計算結果との比較を通じて、各

ケースの計算精度を評価する。

　また、入射波条件は、波高：Ｈ=2.0m、周期：Ｔ=9.0s、
波向：汀線直角方向から右側に11.25゜である。

　５．計算結果および考察

　各モデル地形の、初期地形に対する波浪場および海浜

流場の計算結果を図－７、８に示す。モデル地形1では

等深線に沿って海浜流が生じ、浚渫範囲で流速値が低減

していることから、浚渫範囲での漂砂の堆積が予想され

る。一方、モデル地形2では、ヘッドランドの回折域へ

流れ込む循環流が生じており、ヘッドランド基部への漂

砂の堆積が予想される。

　５．１　流速補正の効果の検討

　ケースA～Dの40日後の等深線変化を図－９、１０に

示す。さらにモデル地形1における10日後の地形変化を

拡大して図－１１に示す。

モデル地形1、2ともに、漂砂量の補正を行わないケース

Bでは、侵食・堆積が過剰に現れている地点がある。ま

た、水深変化のみを考慮して底面せん断応力を算定し直

すケースCは、モデル地形1でケースAと等しい地形変

化を示しているが、モデル地形 2 ではヘッドランドに

沿った舌状地形が極端に張り出している。これに対し、

水深変化に伴う流速変化も考慮して底面せん断応力を評

価し直すケースDでは、モデル地形1の計算で、この舌

状地形の沖側への張り出しが、ケースAに比べてやや滑

らかに計算されているものの、ほぼ等しい計算結果が得

られている。モデル地形2では、ケースCと異なり安定

で滑らかな地形変化が計算されたが、ケースAに比べて、

ヘッドランド基部における堆積がやや過大に評価されて

いる。これは等深線が沖側に前進することによって、実

際には波向に対する等深線角度が直角に近づき、等深線

平行方向のradiarion stress 勾配が減少するのに対して、本

報で用いた漂砂量補正方法にはこの現象が考慮されてい

ないことが原因として考えられる。

　　　　　　　　　　　　図－５　モデル地形１　　　　　　　　　　　　　　　　図－６　モデル地形２

表－１　検討ケース一覧

ケース A B C D E C' D'

波浪場・海浜流場の繰り返し計算時間間隔(日) 1.0 10.0 10.0 10.0 10.0 － －

波浪場・海浜流場の繰り返し計算回数 40 4 4 4 4 1 1

地形変化計算の計算時間間隔(日) 0.1 10.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

底面せん断応力の補正(流速補正未考慮) ○ － － ○ ○ － ○

底面せん断応力の補正(流速補正考慮) ○ － ○ ○ ○ ○ ○
底面勾配による補正 － － － － ○ － －
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　また、図－１１で、流速値の補正を行わないケースC

と行うケースDを比較すると、ケースCの計算結果の方

がケースAに近い等深線形状を示している。このことか

ら、本報で用いた流速値の補正法は、水深変化が局所的

に顕著に発生する地点の地形を滑らかに計算することが

わかる。

　以上の結果から、長期的な計算では水深変化に伴う流

速補正を考慮した方が安定な計算が行えるが、局所的に

生じる地形変化は本報で用いた流速補正法では計算結果

をやや過剰に滑らかに計算する場合があることがわかっ

た。この原因は、底面摩擦の影響やradiation stress の変化

の影響を考慮せずに、単純に水深に反比例させて流速値

を補正する方法を用いていることに原因があると考えら

れる。しかしながら、次節に示すように、地形変化の定

量的な比較では十分な精度を有しており、かつ全体的な

地形変化特性も十分に再現できていることから、長期解

析に耐えうるモデルという観点では、水深変化とそれに

伴う流速変化の両者を考慮した底面せん断応力補正が非

常に有効であることが示された。

図－７　波浪場・海浜流場の計算結果（モデル地形1）

図－８　波浪場・海浜流場の計算結果（モデル地形2）

図－９　等深線比較図（モデル地形1，40日後）
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　５．２　定量的な解析精度の比較

　モデル地形 1のケースA、C、D、C'、D' について、

図－５に示す浚渫範囲における総地形変化量の比較結果

を図－１２に示す。図－１２における横軸の日数は計算

期間を示している。ケースC'、D'ではそれぞれ初期の外

力場を用いて20、30、40日間の定常解析を行った。

図－１２より、20日を越えると定常解析では極端に精度

が低下しているのがわかる。一方、ケースC、Dのよう

に波浪場・海浜流場の繰り返し計算時間間隔を10日間と

した非定常解析を行った場合には、誤差の蓄積が起こら

ず、精度良く地形変化量を計算できる。

以上の結果から、水深変化および流速変化に伴う底面せ

ん断応力の補正を適切に行うことによって、波浪場・海

浜流場の繰り返し計算時間間隔をある程度長く設定して

も、計算精度を劣化させることなく地形変化予測できる

ことがわかった。しかしながら、この繰り返し計算時間

間隔の延長には限界があり、入射波条件の設定とともに

計算結果に大きな影響を及ぼすので、事前に十分な検討

を行い、適切な条件設定を行う必要がある。

　５．３　底面勾配による

　　　　　漂砂量フラックス補正の効果

モデル地形１におけるケースDと、さらに底勾配による

漂砂量補正も行ったケースEにおける10日後の地形変化

計算結果の等深線の比較を図－１３に示す。

図－１３では、εの値を現地スケールにおける計算で一

般に用いられる値としてε=10、20の２ケースの計算結
果を示している。計算結果から、底勾配による漂砂量補

正の効果は、等深線が平行等深線に近づく方向に作用し、

εの値が大きくなるほどその効果が大きいことがわかる。

ケースC、Dで示したように、水深変化と流速変化によ

る底面せん断力補正による地形変化計算で十分な計算結

果の平滑化が行えることから、底面勾配による漂砂量フ

ラックスの補正は考慮する必要はないと考えられる。

図－１２　地形変化量の比較

図－１０　等深線比較図(モデル地形2，40日後)　　　　図－１１　等深線比較図(モデル地形1，10日後)
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(A) ε =10

(B) ε =20
図－１３　等深線比較図(モデル地形1，10日後)

　６．あとがき

　3次元海浜変形モデルにおいて、地形変化の履歴を外

力場の変化に簡易的に反映させることを目的とした漂砂

量フラックスの補正法を整理し、その解析精度を確認し

た。本報で整理した補正方法をモデルに組み込むことに

よって、非定常解析における波浪場・海浜流場の繰り返

し計算時間間隔を多少長く設定しても、精度を劣化させ

ずに地形変化を計算できることがわかった。しかしなが

ら、この繰り返し計算時間間隔の延長には限界があり、

入射波の順番も含めた時化モデルの設定が、計算結果に

大きく影響を及ぼすことにも留意する必要がある。とり

わけ、radiation stressが大きく変化するような場合には、

本報における外力場の補正法では十分な効果が得られな

い。

　以上の結果から、水深変化に伴う流速補正法の改良、

とりわけ、トンボロ状の地形が発達する場合のように、

顕著な地形変化が生じる場合の流速補正法の確立が今後

の課題であると考えられる。
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